
令和６年度当初予算（案）の概要

令和６年２月
愛 媛 県

「新ステージ」の挑戦
～ 種まきから、成長（ステップアップ）へ ～



総合計画に基づき、各事業にKPI（重要業績評価指標）を設定し、より一層県民視点に立った成果重視の姿勢を堅持・徹底すると
ともに、積極的な政策展開に向け、ビルド・アンド・スクラップの推進と施策の選択・集中を図りながら、メリハリの利いた予算を編成。

令和６年度当初予算（案）の概要

令和６年度当初予算（案）の編成方針
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１ 「新ステージ」の挑戦 ～種まきから、成長（ステップアップ）へ～

２ 当初予算の重点施策

３ 予算編成の基本姿勢

６年度当初予算では、混迷する国際情勢をはじめ、能登半島地震など大規模災害や、想定を上回るスピードで進む人口減少、デジタ
ル技術の急速な進展等の変動要因をしっかりと捉え、多様化・複雑化・高度化が進む様々な県政課題を先送りすることなく、確かな戦
略のもと積極的に政策を展開。
西日本豪雨災害からの復興と防災・減災対策、人口減少対策、地域経済の活性化の県政の三本柱に、アフターコロナへの対応とデ

ジタル技術の活用の二つの基軸を追加した公約を具体化した総合計画の目標達成に向けて、種をまいた政策の更なる成長（ステップ
アップ）と、将来を見据えた新たな仕掛けとの両輪で、「新ステージ」の挑戦を引き続き力強く推進していくための予算を編成。

将来的な人口構造の若返りを目指し、えひめ人口減少対策重点戦略に基づき、自然減と社会減の
双方に歯止めをかける人口減少対策を行政、企業・団体等のオール愛媛体制で推進。人口減少対策

重点施策１

行政サービスの向上に向けた行政のDX、生活の質や利便性の向上を目指す暮らしのDX、稼ぐ力を
強化する産業のDXと、それらを幅広く支えるデジタル人材の育成を一体的に推進。DXの推進

重点施策２

西日本豪雨災害からの復興に加え、能登半島地震を受け、南海トラフ地震等への備えを着実に進
めるほか、地域防災力の向上や原子力防災対策の強化を図るなど、防災・減災対策を推進。防災・減災対策

重点施策３

国内市場の縮小を見据え、県内企業の外需獲得に向けた海外展開の後押しや国内外からの誘客
促進に戦略的に取り組むほか、中小企業・農林水産業の振興を加速させるなど地域経済を活性化。地域経済の活性化

重点施策４



種をまいた政策の更なる成長（ステップアップ）と、将来を見据えた新たな仕掛けとの両輪で
各種施策を積極的に展開するなど、引き続き、「新ステージ」の挑戦を力強く推進！

令和６年度当初予算（案）の概要

令和６年度当初予算（案）の規模

コロナ
237億

コロナ除く
6,832億

コロナ 8億

コロナ除く
7,275億

令和5年度 令和6年度

+443億

7,069億円

7,283億円

▲229億

重点施策１ 人口減少対策
人口減少対策総合交付金のメニュー拡充、意識啓発強化期間設置による集中的広報、
ひめボス宣言事業所の認証取得促進、AIチャットボットを活用した移住施策の強化

R5： 39億円 → R6：40億円（+1億円）

Point

重点施策２ DXの推進
県内大学のデジタル教育課程設置支援、トライアングルエヒメによるデジタル実装加速化、
スマート農林水産業の推進（柑橘園地スプリンクラー施設高度化、家畜疾病診断・対策システム構築）

R5： 77億円 → R6：78億円（+1億円）

Point

重点施策３ 防災・減災対策
12月補正予算と合わせ16か月予算として一体的に編成した防災・減災対策の推進、
能登半島地震を受けた木造住宅耐震化支援の拡充、南予沿岸5市町の津波対策強化

R5：155億円 → R6：127億円（▲28億円）

Point

重点施策４ 地域経済の活性化
経済交流ミッションによるインドとの交流促進、松山空港の活性化（ソウル・釜山・台北線）、
サイクリングしまなみ2024、とべもり+(プラス)の活性化、かんきつ産地の供給力強化、
紅プリンセスの生産力・ブランド力強化、養殖マサバの産地づくり、
洋上風力発電など成長分野開拓、中小企業経営の下支え（貸付金増 +340億円）

Point

当初予算
４つの重点施策
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会 計 ６年度当初予算額 ５年度当初予算額 増減額 対前年度比

一般会計 7,283億円 7,069億3,000万円 213億7,000万円 103.02％
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令和６年度当初予算（案）の重点施策

《重点施策１》 人口減少対策 40億1,055万円

（1）えひめ人口減少対策総合交付金
① えひめ人口減少対策総合交付金交付事業費

15億3,174万円
令和5年度創設のメニュー選択型交付金を拡充し、各市町の実情に応じた若年者
転入支援、出会い・結婚支援、妊娠・出産支援、子育て支援等の取組みを後押し

（2）出会いの場の提供

② 地域密着型プロスポーツにぎわい創出事業費 838万円
県内プロスポーツ球団と連携し、独身男女の出会いの場を創出するとともに、球団が
実施する若年層の女性ファン獲得に向けた新たな取組みを支援

（3）結婚・出産・子育て支援
① えひめ結婚支援センター運営事業費 4,332万円

婚活イベントや異業種交流会、オンライン・対面型マッチングなど伴走型結婚支援を
行うとともに、応援企業の新規開拓等を担う結婚支援連携推進員を新たに設置

② 愛顔の子育て応援事業費 1億1,382万円
子育て世帯を応援し出生率の向上を図るため、県、市町、県内紙おむつメーカーとの
協働により、第2子以降の出生時に紙おむつ購入券を交付

（4）妊娠・出産に関する知識・理解の向上
① 将来の妊娠に向けたヘルスケア促進事業費 973万円

不妊リスクの軽減に向け、女性への妊娠前検査、男性へのセルフチェックにより
健康管理意識を高めるほか、企業経営者等を対象とした講演会を開催

② ライフデザイン支援事業費 1,176万円
早い段階から将来を見据えたライフデザインが描けるよう、高校等での出前授業や
大学生向け交流会を開催

① 人口減少対策意識啓発事業費 2,631万円
意識啓発強化期間を設け集中的に広報を行うとともに、企業等の経営層や若手
従業員向けセミナーを開催するほか、大学生からアイデアを募るコンテストを実施

県民総ぐるみで取り組む人口減少対策

積極的な人口減少対策予算を編成した令和5年度に続き同規模を確保！
「えひめ人口減少対策重点戦略」のもと、行政、企業・団体等が一体となって対策を推進！

① 愛顔の縁結びプロジェクト推進事業費 1,855万円
未婚男女に顔が見える自然な出会いの機会を提供するため、学びの場や県有施設
等での体験型マッチングイベントの開催により交流関係を拡大

令和5年度実施事業

100万人の愛顔に会いたいキャンペーン ～2060未来へのchallenge～
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令和６年度当初予算（案）の重点施策

《重点施策１》 人口減少対策（つづき）

（7）仕事と育児の両立支援・女性活躍機会の拡大

① ひめボス宣言事業所魅力化支援事業費 1億1,335万円
女性活躍や仕事と家庭の両立支援に取り組む事業所をひめボス宣言事業所として
認証し、広くPRするほか、取組実績に応じて奨励金を支給

① えひめの女性県内就職促進事業費 1,560万円
若年女性の転出超過解消に向け、学生等が主体となり若者目線で愛媛で働き暮ら
す魅力を発信するほか、県内外の女子学生と県内若手社会人による交流会を開催

② UIJターン就職促進事業費 1,221万円
東京・大阪にUターン就職に係る相談窓口を設置するとともに、県外学生の県内に
おける就職活動等のために必要な交通費を助成

③ 若年人材育成推進事業費 8,671万円
ジョブカフェ愛workを核に、セミナー等を通じた若年者の就職・職場定着や、SNSに
よるマッチングに取り組むとともに、就職氷河期世代向け相談窓口を設置

（5）若年者の県内就職支援
① えひめジョブチャレンジUｰ15事業費 1,354万円

中学生による職場体験学習や企業見学に加え、小学校でオンラインイベントを実施
し、県内の産業・企業の良さや地元で働く魅力を実感できる機会を確保

（6）学生時における地元企業を知る機会の提供

② ソーシャルチャレンジ for High School 事業費
3,252万円

高校生による地域と連携した地域課題の解決を図る体験的な活動
機会を提供し、地域社会で主体的に活躍できる人材を育成

（8）移住等
① えひめの移住力総合強化事業費 7,984万円

移住コンシェルジュを核に、移住フェアやデジタルマーケティングを通じ移住者の呼び
込みを図るとともに、帰省者等向けキャンペーンによりUターン移住を一層促進

② AI活用型移住相談機能強化事業費 1,571万円
対話型AIチャットボットを導入し、相談窓口への誘導促進を図るとともに、移住相談
情報の一元的な管理・分析を通じ、相談者のニーズに応じた最適な情報を発信

③ 南予移住魅力創出事業費 1,357万円
南予移住マネージャーを核に、南予の5市町と連携し、子育て移住を促進する
プロモーションやフェア、ツアー等を実施して南予地域への移住を拡大

② 家事参画・育休支援事業費 1,455万円
家事分担等をテーマとした企業社員向け勉強会等を開催するほか、家事シェアキャン
ペーンや新婚世帯への啓発を通じ社会全体の家事・育児への意識変容を促進

③ 未来デジタルキャリア獲得促進事業費 2,392万円
「愛媛でじたる女子プロジェクト」を推進するとともに、デジタル技術習得に向けた研修
を開催し、副業や兼業、フリーランスとして活躍できる人材を育成

えひめジョブチャレンジUｰ15

小学校段階

プレジョブチャレ「夢わくWork(わくわく)フェスタ」

中学校段階



② みらいの学びプログラミング教育推進事業費
4,842万円

高校生対象のプログラミング体験講座やコンテストを実施するほか、教科「情報」担当
教員の指導スキルの向上に向け、セミナーの開催や教育用アプリを導入

③ 地域産業リスキリング支援事業費 2,900万円
企業経営層向けにDX・リスキリングの必要性を啓発するとともに、DX人材の育成
プログラムの構築や社員のリスキリングの奨励に取り組む企業を支援

④ IT人材獲得支援事業費 2,138万円
県内企業による国内外のIT人材獲得に向けた取組みを支援するとともに、県内IT
企業と首都圏IT人材との交流機会を設け人材獲得のきっかけを創出

⑤ アジア高度IT人材受入促進事業費 2,945万円
アジア圏域の親日国をターゲットに、募集や選考、日本語教育等を一体的に行い
高度IT人材を確保するとともに、企業と留学生とのマッチング説明会を開催 5

令和６年度当初予算（案）の重点施策

《重点施策２》 DXの推進 78億3,725万円

（1）行政のDX ～県民本位のスマートえひめ～ （2）暮らしのDX ～安全・安心のデジタル共生社会～

① 手のひら県庁DX推進事業費 2,352万円
申請手続きや施設利用予約など行政手続きのオンライン化を推進するとともに、新た
に電子契約システムを導入するなど、いつでも・どこでも手続きできる環境を整備

① デジタルヘルスケア環境普及促進事業費 7,573万円
健康寿命延伸に向け、成果連動型民間委託方式(PFS)により、歩数等の管理や
健診結果閲覧、健康行動の提案等ができるスマホ健康アプリの利用を促進

② 地域DX実践支援事業費 1,539万円
地域へのDXの浸透・波及を図るため、市町職員等を対象とした、地域課題の解決
に向けた実践的なデジタルスキルの向上のためのワークショップ等を開催

③ 災害情報システム高度化事業費 1,480万円
被災現場の映像情報共有機能の実装や情報共有の強化、入手情報に基づく
意思決定の迅速化を図るため、システムの機能追加に向けた設計に着手

（3）産業のDX ～デジタルで飛躍する地域経済～

① トライアングルエヒメ推進事業費 10億6,490万円
デジタル関連企業と行政が連携し、地域課題解決に向けたデジタル技術の現場
実装や県内への横展開を図り、県内産業の稼ぐ力を強化

② 産業DXモデル創出事業費 5,075万円
DX推進のフラグシップモデルの創出に向け、DX事業計画に基づく設備投資を支援

③ デジタル営業加速化事業費 7,884万円
ECサイト「愛媛百貨店」を軸にデジタル技術を活用した営業活動を行い、県産品の
販売を促進するとともに、商品開発やSNS等活用に係る人材育成を支援

（4）幅広くDXを支えるデジタル人材の育成

100手続き追加(334手続きへ) 3施設追加(20施設へ)

① デジタル人材育成教育課程等設置支援事業費
2億1,824万円

県との連携協定に基づき、県が目指すデジタル人材の育成に向けた教育
課程等を新設する県内大学に対し、新設に係る初期費用を支援

県内4大学との覚書締結式

④ 樹園地農業スマート化促進事業費 960万円
ICT技術を活用し、土壌水分量に応じた散水調整や遠隔監視・操作、土壌改良剤
散布を可能とするスプリンクラー施設の高度化に向けたシステム開発・実証を実施

⑤ 家畜疾病情報デジタル化推進事業費 7,599万円
家畜保健衛生所等で管理する家畜疾病等のデータを一元化し、家畜の症状や
農場の病歴から疾病予測が行える国内初の簡易診断・対策システムを構築

② データ駆動型マーケティング機能強化事業費
1,818万円

県のデジタルマーケティングの更なる高度化に向け、新たにキャッシュレス情報など消費
者行動データを入手・分析し、分析結果を施策の深化につなげる体制を整備

愛媛大学 人間環境大学 松山東雲女子大学松山大学
(令和5年度9月補正予算対応)

水量・散水範囲の柔軟な設定が困難
操作は制御室内で手動
スプリンクラーや制御盤の常時監視

［現状］

多収量と

高品質を両立

スマホで遠隔監視、

遠隔操作

ピンポイントで

かん水・施肥



② 木造住宅耐震化促進事業費 1億2,798万円
耐震診断や耐震改修工事に対する補助に加え、新たに耐震改修設計を補助対象
に追加し、木造住宅の耐震化に取り組む市町を支援

③ ブロック塀等安全対策事業費 1,875万円
倒壊の危険がある民間ブロック塀等の除却又は建替に対する補助を行う市町を支援

④ 特定老朽危険空家等除却促進事業費 9,420万円
特定老朽危険空家等の除却や所有者等への補助を行う市町を支援

⑤ 地震被害想定調査費 9,348万円
国の南海トラフ地震に係る被害想定の見直しに合わせ、県・市町における防災対策
に活用するため、県内の最大被害を市町単位で想定する県独自の調査を実施

④ 流域治水実践支援プログラム事業費 1,042万円
流域治水の普及啓発に向け、雨水貯留浸透施設の設置補助や田んぼダム
の堰板(せきいた)の導入を進める市町を支援するほか、学習会の開催など啓
発活動を実施
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令和６年度当初予算（案）の重点施策

《重点施策３》 防災・減災対策 127億4,046万円

（1）西日本豪雨災害からの復興
① 農地再編復旧整備事業費 4億 475万円

西日本豪雨で被災した柑橘産地の復興に向け、周辺農地を含めた園地の
緩傾斜化や農道等の総合的な整備など区画整理を図る再編復旧を実施

区画整理前 区画整理後

緩傾斜化
道水路の整備

玉津地区（宇和島市）

由良地区（松山市）

上浦地区（今治市）

立間地区（宇和島市）

【施工箇所】

（2）南海トラフ地震など大規模災害への備え

① 県単独緊急防災・減災対策事業 43億1,000万円
南海トラフ地震や豪雨災害に備え、緊急輸送道路等を整備するほか、堤防補強等
の河川整備や急傾斜施設の機能維持など防災・減災対策を推進

① 防災士活躍促進事業費 2,108万円
地域防災の中心的役割を担う防災士を養成するとともに、防災士と自主防災組織
との連携を促進するほか、県消防学校の設備を活用したスキルアップ研修を実施

② 南海トラフ地震津波対策推進事業費 1億 946万円
津波からの避難対策の強化に向け、宇和海沿岸市町による避難路等の整備を
加速するほか、意識啓発のためのキャンペーンや事前復興の取組みを促進

③ 南予津波夜間避難訓練支援事業費 100万円
津波避難対策特別強化地域に指定されている宇和海沿岸市町のモデル地区に
おいて、夜間・早朝等における迅速な避難に向け夜間避難訓練を実施

（3）地域防災力の向上

国補正予算で措置された国土強靭化5か年加速化対策に対応した12月
補正予算（294億円）と合わせた「16か月予算」として一体的に編成

① 原子力防災対策推進費 5億5,296万円
原子力防災訓練やドローンによる初動体制の強化に加え、周辺県との連携強化や
緊急時連絡システムの運用など、ハード・ソフト両面から原子力防災体制を強化

（4）原子力防災対策の強化

② 原発周辺地域避難等道路整備事業費 1億4,894万円
伊方発電所周辺の県道鳥井喜木津線のうち、県広域避難計画の避難推奨ルート
に位置付けられる区間の幅員狭小箇所等の道路改良を実施

③ 原子力防災緊急時避難円滑化事業費 1億3,150万円
伊方町内集落から一時集結所までの避難経路を整備し避難の実効性を向上

肱川流域3市町でモデル的に実施（大洲市・西予市・内子町）

オフサイトセンター運営訓練 航空自衛隊ヘリによる空路避難 避難退域時検査

夜間避難訓練 小学校避難訓練 防災みきゃん教室

南海トラフ地震等に

備えた交通網の整備

洪水に強い人命・

財産を守る川づくり

命を守る土砂災害

対策の推進

津波や高潮に強い

海岸づくり

能登半島地震を受けた当面の対応



① 松山空港国際線活性化事業費 7億6,465万円
ソウル・釜山・台北線のインバウンド・アウトバウンド双方での利用促進策により路線の
安定運航や拡充を図るとともに、上海線の早期再開に向け現地プロモーションを実施

② 豪州等戦略的誘客促進事業費 7,000万円
サイクリング等の人気が高い豪州からの誘客に向け、認知度向上のための現地プロ
モーション・視察ツアーに取り組むほか、交通費助成を通じ旅行者データを収集・分析

③ しまなみ海道・国際サイクリング大会実施事業費
4,183万円

しまなみ海道の魅力を国内外に広く発信するため、国際サイクリング大会を実施

④ 総合観光プロモーション推進事業費 6,645万円
観光コンテンツの育成・発掘に取り組むとともに、これらを活用し周遊を促進するほか、
観光情報の効果的な発信や宿泊予約サイトによる宿泊促進キャンペーンを実施

⑤ 南予観光振興誘客・送客キャンペーン準備費
2,000万円

令和7年度のキャンペーン開催に向け、観光商品力の強化や地元の機運醸成に取り
組むほか、宿泊予約サイトへの登録支援や商談会等の開催、視察旅行等を実施

⑥ えひめこどもの城愛顔創出事業費 2億 675万円
令和5年度に策定する第2期えひめこどもの城魅力向上戦略に基づき、人気の無料
トランポリン遊具のリニューアルを行うほか、新たな遊具の整備検討に着手

⑥ 日本一の養殖マサバ産地づくりプロジェクト事業費
610万円

完全養殖によるマサバの種苗生産技術や周年生産のための親魚管理手法
を開発するほか、成長促進や養殖技術の高度化に向けた研究を実施 7

令和６年度当初予算（案）の重点施策

《重点施策４》 地域経済の活性化

（1）国内市場縮小を見据えた海外展開の推進
① インド経済交流推進事業費 2,743万円

海外とのLocal to Localの取組みの推進に向け、インドに経済交流ミッションを派遣
するほか、現地サポートデスクの新設やアドバイザーの設置によりビジネス機会を創出

② インドネシア経済交流推進事業費 1,820万円
環境協力に関する覚書を締結したゴロンタロ州との交流拡大・深化を図るため、農水
産分野での連携や人材交流に向け、専門家派遣やビジネスマッチング等を実施

③ ベトナム地域連携ビジネス定着支援事業費 1,153万円
ベンチェ省との覚書に基づき、県内企業の現地でのビジネスモデルの事業化を支援
するほか、現地政府等と連携し先進技術の現地展開に向けた基礎調査を実施

④ 中国越境EC新市場販路開拓支援事業費 6,771万円
中国向けの複数の越境ECサイトに特設ページを開設するとともに、ライブコマースや
インフルエンサーも活用し、県産品の認知度向上や販売促進の取組みを推進

⑤ 愛育フィッシュ輸出拡大事業費 1,387万円
愛育フィッシュ輸出促進共同企業体と連携し、ブリ・マダイを軸に、フランス・ランジス
市場卸業者との商談による欧州向け輸出やアジア地域など既存商流の拡大を推進

（2）国内外からの更なる誘客促進

（3）中小企業や農林水産業の振興
① 洋上風力発電市場参入支援事業費 1,641万円

洋上風力発電市場の開拓に取り組む県内ものづくり企業の支援に向け、コーディ
ネーターによる伴走型支援や展示会への出展、関連企業とのマッチングを実施

② 愛媛グローカル･フロンティア・プログラム推進事業費
5,892万円

創業前から成長期まで各ステージに応じた一体的な支援プログラムを展開するととも
に、地域課題解決型の創業に対して補助を行うほか、女性による創業を一層促進

③ 中小企業振興資金貸付金 1,089億8,000万円
中小企業等による各種のニーズに応じた資金の融通を円滑化するとともに、経営の
安定化と強化を図り、中小企業等の経営を下支え

④ かんきつ流通施設強化支援事業費 17億 936万円
広域選果体制を構築し、国の補助事業を活用してAI選果機など先端技術の導入
に向けた集出荷貯蔵施設の整備に取り組むJAを支援

⑤ 紅プリンセス等ブランド力強化事業費 1,500万円
令和7年3月の本格販売に向け、紅まどんな・甘平との親子関係とリレー販売を焦点
にPRを図るほか、柑橘ファンづくりイベントを開催し本県オリジナル品種のファンを拡大

ベンチェ省との覚書締結(R4.8)インド・タミルナドゥ州との覚書締結(R6.1) ゴロンタロ州との覚書締結(R5.1)



（単位：千円） （単位：千円）

会 計 名 6年度 5年度 増減額 会 計 名 6年度 5年度 増減額

災 害 救 助 基 金 1,629 4,928 ▲ 3,299 電 気 事 業 3,167,003 4,233,979 ▲ 1,066,976

国 民 健 康 保 険 事 業 134,677,452 138,244,512 ▲ 3,567,060 工 業 用 水 道 事 業 1,524,187 1,669,896 ▲ 145,709

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 514,733 516,218 ▲ 1,485 病 院 事 業 64,718,319 63,070,210 1,648,109

中 小 企 業 振 興 資 金 5,066 5,050 16 合 計 69,409,509 68,974,085 435,424

農 業 改 良 資 金 7,032 6,320 712

国 営 農 業 水 利 事 業 負 担 金 329,618 384,936 ▲ 55,318

県 有 林 経 営 事 業 217,639 249,561 ▲ 31,922

林 業 改 善 資 金 230,397 196,737 33,660

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 51,003 51,003

公 共 用 地 整 備 事 業 2,417,426 1,846,989 570,437

港 湾 施 設 整 備 事 業 15,278 15,278

用 品 調 達 306,430 306,430

自 動 車 集 中 管 理 15,409 15,142 267

公 債 管 理 112,448,746 108,820,432 3,628,314

奨 学 資 金 131,535 156,453 ▲ 24,918

合 計 251,369,393 250,819,989 549,404

【特別会計 当初予算比較】 【企業会計 当初予算比較】
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会 計 ６年度当初予算額 ５年度当初予算額 増減額 対前年度比

特別会計 2,513億6,939万円 2,508億1,999万円 5億4,940万円 100.22％

企業会計 694億 951万円 689億7,409万円 4億3,542万円 100.63％

令和６年度当初予算（案）の概要

特別会計・企業会計の状況

会 計 ６年度当初予算額

一般会計 7,283億円

特別会計 2,513億6,939万円

企業会計 694億 951万円

合 計 1兆 490億7,890万円



令和５年度２月補正予算（案）の概要

令和５年度２月補正予算（案）の規模と主な事業

一般会計

会 計 ２月補正予算額 ２月現計予算額 対前年度比

一般会計 ▲140億8,091万円 8,019億4,257万円 101.82％

特別会計 13億3,457万円 2,522億3,507万円 98.93％

（1）一般分

○ 国の内示減や入札減少金をはじめ、公債費利子の減等に
よる不用額 など

○ デジタル化対応教育設備整備費 2億8,000万円
デジタル等成長分野を支える人材育成のため、普通科設置の県立高校等を対象に
国のDXハイスクールの指定を受け、理数分野の選択に向けたICT機器等を整備

○ 公立学校情報機器整備基金積立金 8億3,627万円
児童生徒1人1台端末や入出力支援装置の更新整備を計画的に進めるため、
国の補助金を原資とした基金を創設し、その資金を積立て

○ 介護・障がい福祉職員の処遇改善 5億7,717万円

○ 高齢者・障がい福祉施設の防災・減災対策
2億1,452万円

○ 直轄事業負担金（道路・ダム等） 17億9,857万円

○ 税関係交付金等 11億 958万円

○ 職員退職手当基金積立金 18億円

○ 県立学校教育環境整備基金など6基金への積み増し
169億円

など
（2）減額分

（2）減額分

○ 国民健康保険事業 19億6,556万円
国民健康保険事業に係る決算剰余金の積立て等

○ 県有林経営事業 6,592万円
一般会計からの貸付金の返済に係る一般会計への繰出し

など

○ 国営農業水利事業負担金 ▲8,059万円
国営土地改良事業に係る実績の減

○ 県有林経営事業 ▲1,514万円
県有林経営事業に係る実績の減

○ 公債管理 ▲6億9,901万円
公債費利子の減等

▲140億8,091万円 特別会計

（1）一般分245億3,462万円 21億2,931万円

▲386億1,553万円

13億3,457万円

▲7億9,474万円
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人
《政策１》 人を惹きつける住み続けたい愛媛づくり
《政策２》 誰もが健康で豊かな生活を送ることができる愛媛づくり
《政策３》 子どもたちのたくましい成長を支える教育立県えひめの実現

暮らし
《政策６》 誰もが安心して暮らせる社会づくり
《政策７》 地域の都市機能の維持・最適化
《政策８》 リスクから県民の命を守る安全・安心な生活基盤の充実
《政策９》 環境を守り自然と共生する社会の実現

経済
《政策４》 地域の稼ぐ力と県民所得の向上
《政策５》 交流人口拡大による国内外からの活力の取り込み

愛媛県総合計画
～ 未来につなぐ えひめチャレンジプラン ～

政策・施策ごとの主要な事業
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③ 南予移住魅力創出事業費 1,357万円
南予移住マネージャーを核に、南予の5市町と連携し、子育て移住を促進する
プロモーションやフェア、ツアー等を実施して南予地域への移住を拡大

④ 企業合宿型人材育成ワーケーション誘致推進事業費
1,468万円

大都市圏企業のワーケーション誘致に向け、社員育成等を目的とする企業ニーズとの
マッチングを強化するほか、特に南予地域への受入・再訪に向けた取組みを推進

⑤ 戦略的情報発信プロジェクト推進事業費 5,910万円
「まじめえひめ」の認知度向上に向け、大学生等との連携や著名人起用によるデジタ
ルプロモーションに加え、都市圏メディアへの働きかけなどリアルプロモーションを展開

11

令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策１》 人を惹きつける住み続けたい愛媛づくり人

① えひめの移住力総合強化事業費 7,984万円
移住コンシェルジュを核に、移住フェアやデジタルマーケティングを通じ移住者の呼び
込みを図るとともに、帰省者等向けキャンペーンによりUターン移住を一層促進

愛媛ファンづくりと移住促進

① 地域密着型プロスポーツにぎわい創出事業費 838万円
県内プロスポーツ球団と連携し、独身男女の出会いの場を創出するとともに、球団が
実施する若年層の女性ファン獲得に向けた新たな取組みを支援

② 地域ぐるみで育むえひめっ子未来創造事業費
1億 836万円

幅広い地域住民の参画を得ながら、地域において子どもの社会体験活動や学習
活動、家庭教育等を支援する市町の取組みに対して補助

魅力ある地域の基盤づくりと地域への定着の推進

① 人口減少対策意識啓発事業費 2,631万円
意識啓発強化期間を設け集中的に広報を行うとともに、企業等の経営層や若手
従業員向けセミナーを開催するほか、大学生からアイデアを募るコンテストを実施

若者が活躍できる環境の整備

Point 人口の社会減解消に向けた移住施策の更なる推進！

② AI活用型移住相談機能強化事業費 1,571万円
対話型AIチャットボットを導入し、相談窓口への誘導促進を図るとともに、移住相談
情報の一元的な管理・分析を通じ、相談者のニーズに応じた最適な情報を発信

おかえり愛媛キャンペーン

AI移住コンシェルジュ

県外からの帰省者やその家族等をターゲットに、松山空港においてUターン移住プロモーションを実施

本県移住情報を学習した対話型AIチャットボットを「えひめ移住ネット」内に設置し、移住検討初期段階での移住
先の絞り込みに資する情報を24時間対応で提供し、県や市町の相談窓口等へ誘導

② えひめジョブチャレンジUｰ15事業費 1,354万円
中学生による職場体験学習や企業見学に加え、小学校でオンラインイベントを実施
し、県内の産業・企業の良さや地元で働く魅力を実感できる機会を確保

Point 地域を担う人材育成と若者の県内就職への意識醸成！

職場体験

地域課題解決型体験

③ ソーシャルチャレンジ for High School 事業費
3,252万円

高校生による地域と連携した地域課題の解決を図る体験的な活動
機会を提供し、地域社会で主体的に活躍できる人材を育成

④ えひめ未来マイスター育成事業費 1,481万円
職業学科や総合学科を設置する県立学校で、地域や産業界とタイアップした地学
地就に向けた実習等により、地域産業を支える専門的職業人を育成

⑤ えひめの女性県内就職促進事業費 1,560万円
若年女性の転出超過解消に向け、学生等が主体となり若者目線で愛媛で働き暮ら
す魅力を発信するほか、県内外の女子学生と県内若手社会人による交流会を開催

⑥ 若年人材育成推進事業費 8,671万円
ジョブカフェ愛workを核に、セミナー等を通じた若年者の就職・職場定着や、SNSに
よるマッチングに取り組むとともに、就職氷河期世代向け相談窓口を設置

⑦ 中小企業人材確保支援強化事業費 2,756万円
若年人材獲得に向けた企業等によるオンラインを活用した説明会や交流会、インター
ンシップの取組みを支援するとともに、セミナーを通じ企業の採用力を強化

⑧ UIJターン就職促進事業費 1,221万円
東京・大阪にUターン就職に係る相談窓口を設置するとともに、県外学生の県内に
おける就職活動等のために必要な交通費を助成

えひめの女性仕事と暮らしの魅力発信プロジェクト(仮称)
学生が事業を企画・運営するプラットフォームを設置し、若者目線で若年女性の県内就職につながる施策を展開

は重点施策の再掲となる事業



令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策１》 人を惹きつける住み続けたい愛媛づくり（つづき）人

① ひめボス宣言事業所魅力化支援事業費 1億1,335万円
女性活躍や仕事と家庭の両立支援に取り組む事業所をひめボス宣言事業所として
認証し、広くPRするほか、取組実績に応じて奨励金を支給

性別に関わりなく活躍できる雇用環境の整備
Point 仕事と家庭の両立や女性の活躍を引き続き後押し！

① えひめ人口減少対策総合交付金交付事業費
15億3,174万円

令和5年度創設のメニュー選択型交付金を拡充し、各市町の実情に応じた若年者
転入支援、出会い・結婚支援、妊娠・出産支援、子育て支援等の取組みを後押し

結婚から妊娠、出産、子育てに至るまでの切れ目のない支援の充実
⑤ ライフデザイン支援事業費 1,176万円

早い段階から将来を見据えたライフデザインが描けるよう、高校等での出前授業や
大学生向け交流会を開催

⑥ 子どもの愛顔応援ファンド活用事業費 1,894万円
官民共同ファンドを活用し、市町や企業等と連携した愛媛オリジナルの子育て支援に
より地域ニーズにきめ細かく対応し、社会全体で子育てを支援する機運を醸成

⑦ 愛顔の子育て応援事業費 1億1,382万円
子育て世帯を応援し出生率の向上を図るため、県、市町、県内紙おむつメーカーとの
協働により、第2子以降の出生時に紙おむつ購入券を交付

Point 県・市町が連携して取り組む総合的な人口減少対策！

② 愛顔の縁結びプロジェクト推進事業費 1,855万円
未婚男女に顔が見える自然な出会いの機会を提供するため、学びの場や県有施設
等での体験型マッチングイベントの開催により交流関係を拡大

② 家事参画・育休支援事業費 1,455万円
家事分担等をテーマとした企業社員向け勉強会等を開催するほか、家事シェアキャン
ペーンや新婚世帯への啓発を通じ社会全体の家事・育児への意識変容を促進

③ 魅力ある職場環境づくり支援事業費 1,368万円
働き方改革のワンストップ支援拠点「働ナビえひめ」による窓口相談や伴走型支援を
行うとともに、社内で働き方改革をけん引する人材養成に向け集中講座を開催

出会い・結婚支援

妊娠・出産支援 子育て支援

人口減少対策の成果向上につながる包括的取組み支援

③ えひめ結婚支援センター運営事業費 4,332万円
婚活イベントや異業種交流会、オンライン・対面型マッチングなど伴走型結婚支援を
行うとともに、応援企業の新規開拓等を担う結婚支援連携推進員を新たに設置

④ 将来の妊娠に向けたヘルスケア促進事業費 973万円
不妊リスクの軽減に向け、女性への妊娠前検査、男性へのセルフチェックにより
健康管理意識を高めるほか、企業経営者等を対象とした講演会を開催

⑧ えひめこどもの城愛顔創出事業費 2億 675万円
令和5年度に策定する第2期えひめこどもの城魅力向上戦略に基づき、人気の無料
トランポリン遊具のリニューアルを行うほか、新たな遊具の整備検討に着手

Point えひめこどもの城 愛顔の子育て支援プロジェクト！

⑨ えひめこどもの城愛顔波及事業費 3,471万円
AR(拡張現実)を活用したイベントや、ジップラインのテレビ・映画館でのプロモー
ション、とべもり+(プラス)での周遊促進イベント等に取り組み集客を一層促進

【選択型メニュー】

ハード対策

ソフト対策

若年者転入支援 New！
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① えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業費 3,162万円
将来、国際大会で活躍できる選手の輩出に向け、潜在的な才能を有する子どもの
発掘から育成・強化、競技適性の見極めに至る一貫した支援体制を構築

② 地域ぐるみ手づくり選手育成事業費 2,868万円
地域ジュニアクラブの体制強化に向け、選定したモデル地域（競技）へ指導者を
配置するなど、地域で選手やチームを育成する体制を構築

③ 競技力向上対策本部事業費 3億9,471万円
国民スポーツ大会等で本県選手が優秀な成績を収められるよう、競技団体等の
活動を支援するとともに、スポーツ専門員を活用し選手を育成・強化

④ 愛顔感動ものがたり魅力発信強化事業費 2,360万円
「愛顔」のエピソードや写真、映像作品を募集し、受賞作を県内外に発信するイベン
トを開催するとともに、情報発信力の強化に向け新たに専用ホームページを開設

13

令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策２》 誰もが健康で豊かな生活を送ることができる愛媛づくり人

① デジタルヘルスケア環境普及促進事業費 7,573万円
健康寿命延伸に向け、成果連動型民間委託方式(PFS)により、歩数等の管理や
健診結果閲覧、健康行動の提案等ができるスマホ健康アプリの利用を促進

生涯を通じた健康づくりの推進

障がいのある人が活躍できる社会の推進

① eスポーツ地域生きがいづくり推進事業費 261万円
高齢者の新たな生きがいづくりや認知・身体機能の維持・向上に向け、中予管内の
市町で定期イベントを開催するとともに、県立大学と連携し導入効果を検証

シニアが活躍できる社会の推進

② 日本スポーツマスターズ2025開催準備費 603万円
令和7年度の本県開催に向け、実行委員会を設置・運営するとともに、県民の認知
度向上や機運醸成のためのキックオフイベントを開催

③ eスポーツ普及促進事業費 724万円
障がい者の生きがいづくりや社会参加の促進に向け、障がい者施設等によるeスポー
ツ機器導入やイベントの企画運営等を支援するほか、eスポーツイベントを開催

PFS(Pay For Success)
民間に委託して実施する事業のうち、解決を目指す行政課題に対応した成果指標が設定され、事業費の支払額が

成果指標の改善状況に連動する官民連携手法

③ 愛顔のあいサポートキッズ養成事業費 571万円
愛顔の「あいサポート運動」の普及拡大を図るため、子どもを対象としたハンドブック等
を作成して学校等で研修を実施

スポーツや文化芸術などの充実
Point 競技力の強化に向けた若年世代からの一貫した支援！

⑤ えひめアートプロジェクト推進事業費 4,567万円
東京藝術大学との連携の下、地域とアートとをつなぐ人材の発掘・育成に取り組むと
ともに、令和7年度の芸術祭に向け運営体の設置や計画策定など実施体制を構築

愛媛県×東京藝術大学連携プロジェクト「art venture ehime(アートベンチャーエヒメ)」

⑥ 子ども舞台芸術鑑賞体験支援事業費 6,894万円
小・中・高校生に郷土の文化や偉人等に関する学びや体験の機会を提供するため、
地域拠点型常設劇場「坊っちゃん劇場」での鑑賞に係る交通費や観劇料を支援

⑦ シネマバード開催事業費 551万円
劇場体験の少ない子どもや地域向けに移動映画館プロジェクト「シネマバード」を開催

⑧ 美術館文化観光推進事業費 7,425万円
館蔵品展示や鑑賞プログラム等の改善などコンテンツの魅力向上や、作品の
データベース化などPR強化を図り、県美術館を中核とした文化観光を推進

表彰式 映像化受賞作品

「母の分身」

① 障がい者活躍支援事業費 911万円
障がい者雇用の促進に向け、受入企業を開拓するとともに、就業希望の障がい者と
企業とのマッチングを支援するほか、先進的に取り組む企業での見学会を開催

② 障がい者芸術文化活動推進事業費 2,401万円
県障がい者アートサポートセンターによる相談支援に加え、障がい者アートの商品化を
図る企業を支援するとともに、作品展示等を行う障がい者芸術文化祭を開催

ロゴデザイン：日比野克彦 東京藝術大学学長



② みらいの学びプログラミング教育推進事業費
4,842万円

高校生対象のプログラミング体験講座やコンテストを実施するほか、教科「情報」担当
教員の指導スキルの向上に向け、セミナーの開催や教育用アプリを導入
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策３》 子どもたちのたくましい成長を支える教育立県えひめの実現人

子どもたちの可能性を伸ばす多様な教育の提供
① えひめ版学力向上推進事業費 4,584万円

本県独自に開発したCBTシステムの更なる利活用を図るとともに、授業の改善を通じ
児童生徒の読解力や理解度の向上など学びの課題を克服

③ 部活動改革・魅力アップ推進事業費 1億 890万円
部活動を通じた県立高校の魅力化に取り組むとともに、公立中学校における休日の
部活動の段階的な地域移行に向けた市町の取組みを支援

Point 愛媛の未来を担うデジタル人材の育成！

県立高校の魅力化につながる「魅Can部」を指定し活動を支援

④ えひめ高等学校全国募集促進事業費 2,269万円
「地域みらい留学」参画校の全国募集活動を後押しするため、学校説明会等に
参加する県外生徒の交通費を助成するほか、学校見学バスツアーを実施

⑤ 県立学校振興計画推進事業費 4,402万円
準備委員会での検討のもと県立学校振興計画の実務の具体化を図るとともに、
新学科・コース等の教材開発や、システム導入による進学指導の充実を推進

⑥ 県立学校振興計画校舎等整備事業費
12億5,843万円

県立学校振興計画に基づき、校舎の新築や各種教室の設置など、新学科や
コース等に対応した施設整備を実施

⑦ 水産実習船基本設計事業費 1,882万円
宇和島水産高校の水産実習船「えひめ丸」について、実習の安全性確保や船舶
職員の養成を進めるため、代船の建造に向けた基本設計に着手

⑧ 私立学校運営費補助金 37億2,131万円
教育条件の維持・向上や生徒の就学上の経済的負担軽減、学校経営の健全性
向上を図るほか、デジタル人材育成に係る教育環境充実のための取組みを支援

Point 生徒のスポーツや文化芸術等の活動環境を再構築！

特別支援教育の充実

① 不登校児童生徒等支援事業費 1,845万円
フリースクールの活動を支援するとともに、不登校支援拠点「メタサポセンター」において、
メタバース上での学びの機会の提供や受入体制を拡充

② いじめSTOPつながる力育成事業費 2,510万円
人とより良い関係を築く力を育成するためのプログラムを開発するほか、県内すべての
学校をオンラインで結び児童生徒参加型のいじめ防止に向けたライブ授業を実施

全ての子どもたちの学びの保障

① 教員確保対策強化事業費 546万円
教員確保に向け、小学校教員採用者の奨学金返還支援制度を創設するほか、
教員免許状を保有し教職に就いていないペーパーティーチャーへの研修会を開催

② 教職員メンタルヘルス対策推進事業費 930万円
教育事務所に産業保健スタッフを配置し教職員への面談機会を拡充すると
ともに、メンタル不調の未然防止に向け、AIによるセルフケアシステムを導入

教職員の資質・能力の向上と学校組織の活性化

① 松山城北特別支援学校(仮称)整備事業費
4億3,371万円

令和8年度の開校に向け、新校舎の整備に着手するとともに、老朽化した松山聾
学校の寄宿舎と食堂棟の改築設計を実施

② 特別支援学校医療的ケア児通学支援モデル事業費
374万円

医療的ケア児の安全・安心な通学環境の確保と保護者の負担軽減に向け、自宅
から学校まで看護師が同乗した介護タクシーで移送する通学支援を試行・検証

① 県立学校校舎等整備事業費 26億8,264万円
県立学校施設の長寿命化対策を計画的に推進するため、個別施設計画に基づく
予防保全型の改修を行い、安全・安心で快適な教育環境を確保

安全・安心な教育環境の整備・充実



⑤ 産業DXモデル創出事業費 5,075万円
DX推進のフラグシップモデルの創出に向け、DX事業計画に基づく設備投資を支援

⑥ 愛媛グローカル･フロンティア・プログラム推進事業費
5,892万円

創業前から成長期まで各ステージに応じた一体的な支援プログラムを展開するととも
に、地域課題解決型の創業に対して補助を行うほか、女性による創業を一層促進

⑦ 若手IT起業家創出支援事業費 2,541万円
地域課題の解決を担う若手IT起業家の創出に向け、プログラミング技術や起業マイ
ンド等を習得できる短期集中型の合宿講座を開催

⑧ 中小企業振興資金貸付金 1,089億8,000万円
中小企業等による各種のニーズに応じた資金の融通を円滑化するとともに、経営の
安定化と強化を図り、中小企業等の経営を下支え

⑨ 大規模産業用地確保推進事業費 494万円
企業誘致・留置に向け用地を開発する市町に専門家を派遣し課題解決を支援15

令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策４》 地域の稼ぐ力と県民所得の向上経済

① 新技術開発プロジェクト支援事業費 2,620万円
アフターコロナの社会変化等に柔軟に対応するため、中小企業等における新製品や
新サービスの開発につながるコア技術の開発を支援

② 愛媛セルロースナノファイバー関連技術社会実装事業費
377万円

柑橘ナノファイバーの幅広い市場展開に向けた課題解決に取り組むとともに、
セルロースナノファイバー技術の県内企業での実装のための研究開発を実施

③ 冷感紙関連技術創出事業費 341万円
紙産業の新たな市場開拓に向け、製紙技術を活用し、衣類等の織物製品への
展開も見据えた冷感機能を有する新たな紙素材を開発

新技術の研究・開発の推進

① デジタル人材育成教育課程等設置支援事業費
2億1,824万円

県との連携協定に基づき、県が目指すデジタル人材の育成に向けた教育課程等を
新設する県内大学に対し、新設に係る初期費用を支援

製造業・サービス産業の成長促進と新企業の誘致

④ データ駆動型施設野菜栽培実証事業費 104万円
イチゴ・きゅうり・トマトの収量増加に向け、農家が低コストで温度・湿度等を計測・
検証できる機器を製作するとともに、データの活用手法を確立し生産性を向上

⑤ 養魚用飼料原料新規開発事業費 268万円
魚粉に代わる安価で機能性のある未利用飼料原料を用いた養魚用飼料の開発に
向け、県水産研究センターで昆虫を利用した原料の飼料特性の試験等を実施

⑥ 媛スマ養殖低コスト・効率化技術開発試験費
1,085万円

種苗生産期における配合飼料への早期餌付け方法の再現性を確認
するとともに、最適な配合飼料の開発や養殖現場での実証を実施

⑦ アコヤガイ異常死対策事業費 1,559万円
稚貝の異常被害を軽減するため、陸上飼育試験を実施するとともに、耐病性
遺伝子マーカーの探索など遺伝子技術を活用した強い貝づくりを加速化

Point 産業人材力強化に向けたデジタル人材の育成・確保！

② 地域産業リスキリング支援事業費 2,900万円
企業経営層向けにDX・リスキリングの必要性を啓発するとともに、DX人材の育成
プログラムの構築や社員のリスキリングの奨励に取り組む企業を支援

③ IT人材獲得支援事業費 2,138万円
県内企業による国内外のIT人材獲得に向けた取組みを支援するとともに、県内IT
企業と首都圏IT人材との交流機会を設け人材獲得のきっかけを創出

④ アジア高度IT人材受入促進事業費 2,945万円
アジア圏域の親日国をターゲットに、募集や選考、日本語教育等を一体的に行い
高度IT人材を確保するとともに、企業と留学生とのマッチング説明会を開催

愛媛大学 人間環境大学 松山東雲女子大学松山大学
(令和5年度9月補正予算対応)

⑧ 若手研究員研究力向上対策事業費 462万円
若手研究員が自ら発案した研究課題に挑戦する育成プログラムの創設をはじめ、
国研究機関の研修への派遣や大学院での学位取得支援に取り組み研究力を向上

Point 全国トップクラスの研究機能の維持・強化に
向けた、若手研究員の研究力の更なる向上！
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策４》 地域の稼ぐ力と県民所得の向上（つづき）経済

① 樹園地農業スマート化促進事業費 960万円
ICT技術を活用し、土壌水分量に応じた散水調整や遠隔監視・操作、土壌改良剤
散布を可能とするスプリンクラー施設の高度化に向けたシステム開発・実証を実施

農林水産業の生産振興
Point DXによるスマート農業の現場実装の加速化！

② ひめカレ高度農業人材育成強化事業費 1,082万円
えひめ農業未来カレッジにおいて、農業DXなど最先端技術に関する講義や実習等を
通じ、次代を担う就農者を確保するとともに、高度農業人材を育成

緊急時の情報共有 キーワード検索による疾病診断 疾病情報等のリアルタイム提供

③ かんきつ流通施設強化支援事業費 17億 936万円
広域選果体制を構築し、国の補助事業を活用してAI選果機など先端技術の導入
に向けた集出荷貯蔵施設の整備に取り組むJAを支援

④ かんきつ園地施設化支援事業費 8,541万円
樹園地の大規模再編整備に合わせ、国の補助事業を活用して、かんきつハウスなど
生産資材の整備に取り組む農業者等を支援

⑤ 紅プリンセス生産支援事業費 2,201万円
紅プリンセスの生産力や周年供給体制を強化するため、栽培技術の向上に向けた
研修会の開催や、高品質生産のための施設整備を支援

⑥ 農地再編復旧整備事業費 4億 475万円
西日本豪雨で被災した柑橘産地の復興に向け、周辺農地を含めた園地の
緩傾斜化や農道等の総合的な整備など区画整理を図る再編復旧を実施

⑦ ひめの凜ブランド力強化事業費 4,472万円
JA共同乾燥施設における荷受け、乾燥・調製保管等の機能強化に向けた施設
整備を支援するほか、販路拡大に向け県内外でプロモーションを展開

Point 「かんきつ王国えひめ」の発展に向けた新たな支援！

⑧ 家畜疾病情報デジタル化推進事業費 7,599万円
家畜保健衛生所等で管理する家畜疾病等のデータを一元化し、家畜の症状や
農場の病歴から疾病予測が行える国内初の簡易診断・対策システムを構築

Point 国内初となる家畜疾病診断・対策システムの構築！

⑨ 畜産新技術等導入支援事業費 2,400万円
畜産経営の収益力向上に向け、AI等を活用した牛の繁殖管理技術等の導入に
必要な施設整備や資材の試験的導入などハード・ソフト両面での取組みを支援

⑩ 愛媛あかね和牛産地化支援事業費 1,286万円
愛媛あかね和牛の産地化やブランド力の強化に向け、遺伝形質を評価する技術を
活用した子牛の高品質かつ斉一性のとれた生産体制の構築を支援

⑪ 森林情報見える化推進事業費 2,566万円
市町や林業事業体が保有等するデータを一元的に管理・共有化して森林情報を
見える化し、効率的な施業や森林整備等の適正化につなげる林業DXを推進

⑫ スマート林業人材育成研修事業費 373万円
県林業研究センターにおいて、林業事業体等を対象に知識・技術の習得段階に
応じた林業DXに関する研修を行い、スマート林業人材を育成

⑬ 移住者林業就業促進事業費 156万円
東予地域における林業の担い手確保に向け、アドバイザーを設置し、移住検討者へ
就業を働きかけるとともに、林業体験プログラムやSNS等による情報発信を実施

⑭ 日本一の養殖マサバ産地づくりプロジェクト事業費
610万円

完全養殖によるマサバの種苗生産技術や周年生産のための親魚管理手法
を開発するほか、成長促進や養殖技術の高度化に向けた研究を実施

Point 完全養殖による人工種苗を用いたマサバの産地づくり！

⑮ スマート水産業普及促進事業費 744万円
スマート水産業の普及や魚病診断等支援システムの活用に向けた研修会を開催
するとともに、システムを活用した魚病・赤潮診断等を高度化

⑯ 媛スマ養殖用種苗安定供給事業費 1,195万円
媛スマ養殖の産業化に向け、配合飼料へ早期餌付けされた優良種苗の生産
体制や養殖業者への安定供給体制を構築

選果・流通の高度化

生産基盤の強化

水量・散水範囲の柔軟な設定が困難
操作は制御室内で手動
スプリンクラーや制御盤の常時監視

［現状］

多収量と

高品質を両立

スマホで遠隔監視、

遠隔操作

ピンポイントで

かん水・施肥



⑭ 県ブランド畜産物実需加速化事業費 721万円
本県ブランド畜産物の販売促進に向け、取引先でのプロモー
ションとSNS等による情報発信の両輪での取組みを加速化

⑮ 媛スマ産業化推進事業費 1,760万円
媛スマ養殖に取り組む漁家を支援するとともに、大都市圏や県内におけるプロモー
ションを通じ知名度向上・消費拡大を図るなど、生産から販売までを総合的に支援

⑯ 県産真珠販売拡大事業費 234万円
山梨県のジュエリーと本県産真珠とのコラボレーションによる認知度向上や、
対面とECとを連動させたマーケティングにより県産真珠の販売を拡大

① インド経済交流推進事業費 2,743万円
海外とのLocal to Localの取組みの推進に向け、インドに経済交流ミッションを派遣
するほか、現地サポートデスクの新設やアドバイザーの設置によりビジネス機会を創出
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策４》 地域の稼ぐ力と県民所得の向上（つづき）経済

県産品の販売力強化
Point 経済交流ミッションを通じたインドとの交流の礎づくり！

② インドネシア経済交流推進事業費 1,820万円
環境協力に関する覚書を締結したゴロンタロ州との交流拡大・深化を図るため、農水
産分野での連携や人材交流に向け、専門家派遣やビジネスマッチング等を実施

③ ベトナム地域連携ビジネス定着支援事業費 1,153万円
ベンチェ省との覚書に基づき、県内企業の現地でのビジネスモデルの事業化を支援
するほか、現地政府等と連携し先進技術の現地展開に向けた基礎調査を実施

④ 中国越境EC新市場販路開拓支援事業費 6,771万円
中国向けの複数の越境ECサイトに特設ページを開設するとともに、ライブコマースや
インフルエンサーも活用し、県産品の認知度向上や販売促進の取組みを推進

⑤ 県産農林水産物輸出促進事業費 1,432万円
アジアや欧米をターゲットに、柑橘を中心としたプロモーションを強化するほか、新たに
ベトナムとEUを対象に加え検疫条件等をクリアするための環境整備を支援

⑥ 県産ヒノキ等木材輸出促進事業費 778万円
主要なターゲット国である韓国、台湾、ベトナムにおいてヒノキ材等の営業活動を行う
とともに、現地展示会への出展や普及活動、新たな販路開拓等を通じ輸出を拡大

⑦ 愛育フィッシュ輸出拡大事業費 1,387万円
愛育フィッシュ輸出促進共同企業体と連携し、ブリ・マダイを軸に、フランス・ランジス
市場卸業者との商談による欧州向け輸出やアジア地域など既存商流の拡大を推進

Point 営業の「補助エンジン」として将来の成長分野へ挑戦！

⑧ 洋上風力発電市場参入支援事業費 1,641万円
洋上風力発電市場の開拓に取り組む県内ものづくり企業の支援に向け、コーディ
ネーターによる伴走型支援や展示会への出展、関連企業とのマッチングを実施

プロモーションイメージ フランストップセールス(R5.5)

⑨ デジタル営業加速化事業費 7,884万円
ECサイト「愛媛百貨店」を軸にデジタル技術を活用した営業活動を行い、県産品の
販売を促進するとともに、商品開発やSNS等活用に係る人材育成を支援

⑩ えひめの伝統工芸活性化支援事業費 1,637万円
砥部町と連携し、砥部焼産地をけん引する窯元の創出や首都圏等での認知度
向上と販売促進に取り組むほか、産地の技術力向上や生産効率化を支援

⑪ えひめ香る地酒プロモーション促進事業費 2,000万円
県等の技術提供のもと県内蔵元が開発した地酒「愛媛さくらひめシリーズ」の品質
向上等を図るとともに、需要拡大に向け国内外でプロモーションを展開

⑫ えひめの食ブランディング事業費 3,247万円
「えひめ＝食」のブランド確立に向け、飲食関係団体等と連携し県内で「市場」をテー
マとしたイベントや飲食店フェアを開催するほか、誘客促進プロモーションを展開

Point 新品種「紅プリンセス」、令和7年3月本格販売開始！

⑬ 紅プリンセス等ブランド力強化事業費 1,500万円
令和7年3月の本格販売に向け、紅まどんな・甘平との親子関係とリレー販売を焦点
にPRを図るほか、柑橘ファンづくりイベントを開催し本県オリジナル品種のファンを拡大

官民で「洋上風力産業振興コンソーシアム(仮称)」を設立

ベンチェ省との覚書締結(R4.8)インド・タミルナドゥ州との覚書締結(R6.1) ゴロンタロ州との覚書締結(R5.1)



⑩ 国際スポーツ交流推進事業費 793万円
東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿を契機に関係を構築した国・地域との
スポーツ交流の推進に向け、本県選手の派遣や相手国選手団の受入れを実施

⑪ 愛媛・ハワイ交流事業費 978万円
ハワイ州との姉妹提携再宣言に基づき、引き続きサマーインターン生を受け入れる
ほか、両地域の女性活躍の促進に向け現地女性経営者等を招き交流会を開催

⑫ 県民文化会館南側県有地活用推進事業費
5,582万円

MICE機能の向上につながる施設の整備に向け、令和5年度に決定する事業協力
者との実施協定締結を目指すとともに、埋蔵文化財発掘調査等に着手
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策５》 交流人口拡大による国内外からの活力の取り込み経済

① 松山空港国際線活性化事業費 7億6,465万円
ソウル・釜山・台北線のインバウンド・アウトバウンド双方での利用促進策により路線の
安定運航や拡充を図るとともに、上海線の早期再開に向け現地プロモーションを実施

インバウンド誘客による国外からの活力の取り込み

Point 過去最多、週12便運航の松山空港国際線の活性化！

エバー航空（台北）エアプサン（釜山）チェジュ航空（ソウル）

② ベトナム定期航空路線誘致促進事業費 5,294万円
定期航空路線の開設に向け、現地での本県観光プロモーションや旅行会社等を
招へいした県内視察ツアー、インバウンドチャーター便の利用促進策を実施

③ 松山空港地上支援業務人材等確保支援事業費
900万円

地上支援業務等の担い手確保に向け、空港関連企業の人材確保の取組みを支援

④ 外国人観光客誘致推進事業費 5,657万円
多言語観光ホームページやメタバース等を活用した情報発信に加え、交通事業者等
と連携した周遊促進や外国クルーズ船・プレジャーボートの受入支援を実施

⑤ 豪州等戦略的誘客促進事業費 7,000万円
サイクリング等の人気が高い豪州からの誘客に向け、認知度向上のための現地プロ
モーション・視察ツアーに取り組むほか、交通費助成を通じ旅行者データを収集・分析

⑥ 大型プレジャーボート受入環境整備事業費 1,915万円
外国人所有の大型プレジャーボートの寄港を促進するため、市町と連携し、県管理
港湾におけるボートの係留に必要な給水・給電設備等を整備

【整備箇所】 松山港（松山観光港）、弓削港、宮浦港

大型プレジャーボート 離島への誘客

Point しまなみ海道を軸とした自転車新文化の更なる推進！

埋蔵文化財の発掘調査 活用推進アドバイザリー業務の委託

土地の鑑定評価 地元説明会の開催

⑦ しまなみ海道魅力向上事業費 3,488万円
ポータルサイト「CYCLING EHIME」により国内外への情報発信を図りながら、来島
海峡大橋(クラウンブリッジ)と欧・米・豪の著名橋を核としたエリア間交流を推進

⑧ 米豪サイクリスト誘客促進強化事業費 1,510万円
米国・豪州のコアサイクリストの誘客促進に向け、しまなみ海道を軸に、現地メディアや
旅行会社等を招へいしてサイクリングを中心とした県内モニターツアーを実施

【取組内容】

⑨ 自転車国際会議(Veloｰcity)誘致事業費 1,080万円
世界最大級の自転車国際会議Veloｰcityの2027年の誘致に向け、ベルギーで
開催される会議に出展し本県自転車施策をPRするほか、立候補手続きに着手

Velo-city

欧州サイクリスト連盟主催の世界最大級の自転車国際会議。自転車政策決定者など(1,000～1,500人
規模)が集い、観光、安全利用、都市計画など様々な議題を議論するほか、自転車パレード等を実施。

出典：国土交通省HP 出典：上島町HP

令和5年度2月補正予算 松山空港ビルが行う従業員トイレの改善に要する経費を支援(300万円)



⑤ 東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト推進事業費
3,000万円

松山市と連携して誘致を図る「東京ガールズコレクション」の発信力
を活用し、若年女性等へ本県観光資源等を効果的にPR

⑥ 野球文化交流促進事業費 2,735万円
本県の野球文化の継承・発展に向け、本県ゆかりの偉人の顕彰や台湾嘉義市との
交流促進に取り組むとともに、全国規模の大会誘致や競技力向上の取組みを推進 19

令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策５》 交流人口拡大による国内外からの活力の取り込み（つづき）経済

⑦ とべもり+(プラス)エリア交流拡大推進事業費
3,096万円

スマホアプリの機能強化や県内観光地からの移動手段確保によりエリア内周遊を
円滑化するほか、連携イベント等を通じ周遊を活性化

本県ならではの魅力ある観光まちづくりの推進
① しまなみ海道・国際サイクリング大会実施事業費

4,183万円
しまなみ海道の魅力を国内外に広く発信するため、国際サイクリング大会（中規模
大会（定員3,500人））を実施

⑪ 南レク公園魅力向上改修事業費 1,000万円
キャンプ人口の増加などアウトドア志向の高まりを踏まえ、南レクオートキャンプ場に
おける新たな顧客獲得に向け眺望改善や園路整備を実施

⑫ 南レク公園再編事業費 7,567万円
南レク公園への誘客を促進するため、国内唯一の紫電改
実機を有する強みを生かし、展示館のリニューアルに向け
造成工事等に着手

Point 「とべもり+(プラス)」の魅力向上を通じた誘客促進！

⑧ とべ動物園魅力向上戦略推進事業費 1,907万円
将来を見据えた持続可能な動物園づくりや魅力向上に向け、イルミネーションイベント
や動画を活用した情報発信を実施

⑨ とべ動物園獣舎改修検討費 800万円
とべ動物園の魅力を一層高めるため、動物福祉に配慮した類人猿舎の改修の実施
可否の検討に向けた基本計画の策定や設計に着手

⑩ とべ動物園展示動物等購入費 8,152万円
飼育動物数の減少に対応するため、とべ動物園の独自性を生かした動物を購入する
とともに、動物の健康管理に必要な医療器具を整備

新紫電改展示館 イメージ

とべ動物園 えひめこどもの城 総合運動公園 えひめ森林公園

しまなみ海道開通25周年

サイクリングしまなみ2022 サイクリングしまなみ2022

獣舎改築計画の検討 展示動物の導入イルミネーションイベント

② 総合観光プロモーション推進事業費 6,645万円
観光コンテンツの育成・発掘に取り組むとともに、これらを活用し周遊を促進するほか、
観光情報の効果的な発信や宿泊予約サイトによる宿泊促進キャンペーンを実施

しまなみ海道のサイクリング 石鎚登山 とべもりジップライン 滑床渓谷のキャニオニング

④ 観光DX推進事業費 3,733万円
旅行者の動態データや検索履歴、ウェブサイト閲覧履歴等のデータを集約し、分析
結果に基づく広告配信と効果検証の下、戦略的な観光施策の展開に活用

③ 南予観光振興誘客・送客キャンペーン準備費
2,000万円

令和7年度のキャンペーン開催に向け、観光商品力の強化や地元の機運醸成に取り
組むほか、宿泊予約サイトへの登録支援や商談会等の開催、視察旅行等を実施



④ 社会的養護自立支援拠点運営事業費 2,633万円
社会的養護経験者（ケアリーバー）の孤立を防止し必要な支援につなぐため、相談
対応や相互交流のための拠点を開設する社会的養護施設運営法人を支援
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策６》 誰もが安心して暮らせる社会づくり暮らし

① 「介護を学ぼう」PR事業費 2,060万円
県在宅介護研修センター開設20周年、県介護実習・普及センター開設30周年を
契機としたイベント開催等により、施設の認知度と介護に対する県民意識を向上

高齢者が安心して暮らせる社会の実現

① 児童・思春期病棟整備事業費 9億6,061万円
増加する児童・思春期患者の心のケアを図るため、令和6
年度の運用開始を目指し、県子ども療育センターに県内初
となる児童・思春期病棟を整備

様々な困難を抱えている人を地域ぐるみで支える社会の実現

⑥ ヤングケアラー支援体制構築事業費 405万円
ヤングケアラーの交流・相談支援を行う民間団体の取組モデルの普及により、
ピアサポートを行う団体を創出するとともに、関係機関向け研修会を開催

児童虐待防止と社会的養育の充実

愛ケア（県在宅介護研修センター）

② 介護生産性向上推進事業費 3,556万円
介護人材不足に対応するため、生産性の向上を図るモデル事業所を創出・支援し、
専門家によるサポートを行いながら他事業所に横展開

③ 外国人介護人材受入支援事業費 3,233万円
県外国人介護人材支援センターの設置に加え、人材受入施設での日本語学習や
介護分野の専門学習を支援するとともに、海外での現地マッチングを実施

小学生親子対象 バスツアー、介護講座・相談などオープンスクール

介護ロボット・福祉用具フェア、展示場リニューアル

ユニコム（県介護実習・普及センター）

② 自殺相談対策連携強化事業費 3,273万円
24時間対応の電話相談やSNSの活用による相談支援体制を確保するとともに、
ノウハウを有する民間団体との連携を強化するなど自殺対策の取組みを推進

③ 孤独・孤立対策総合支援事業費 1,636万円
総合相談窓口での電話相談や支援に関する情報発信を行うとともに、生活困窮者
等への支援活動を行うNPO団体等の取組みを支援

④ 犯罪被害者等支援推進事業費 475万円
犯罪被害者等を社会全体で支えるため、県民への普及啓発を行うとともに、経済的
負担の軽減と被害からの早期回復に向け、県・市町連携で支援金を支給

Point 県内初となる児童・思春期病棟、令和6年11月開設！

Point 出生前から乳幼児・学童・成人に至るステージに応じた
児童虐待防止のための家庭支援と社会的養育の充実！

① 妊産婦等生活援助事業所運営費 3,186万円
予期せぬ妊娠等により、身近に頼れる人がおらず困難を抱える妊婦を受け入れ、
妊娠期から出産後にわたり生活・相談支援等を行う拠点を設置

産前・産後

② 里親養育包括支援推進事業費 8,770万円
社会的養護が必要な子どもの里親等委託を推進するため、里親リクルートや研修、
里親と児童とのマッチングを実施する里親支援センターを新たに設置

⑤ 児童虐待相談対応体制強化事業費 3,040万円
児童相談所に電話対応支援システムを導入し、児童福祉司のサポートやケース
ワークの充実を図り、相談支援体制を強化

③ 児童養護施設等体制強化事業費 5,006万円
児童指導員等を目指す人材の確保をはじめ、夜間業務に係る負担軽減、相談
体制強化等の離職防止に取り組む児童養護施設等を支援

成長・発達

連携支援伴走型支援

里親支援センター 里親家族 関係機関

社会的自立

相談支援体制

【支援イメージ】
居場所(リビング）
の様子

ベビーモデルによる
沐浴指導

自由に交流、意見交換ができる場の提供 生活、就労等に関する情報提供、相談、助言

他の福祉サービスや医療、法的支援等との連携 一時避難的かつ短期間の居場所の提供



③ 手のひら県庁DX推進事業費 2,352万円
申請手続きや施設利用予約など行政手続きのオンライン化を推進するとともに、新た
に電子契約システムを導入するなど、いつでも・どこでも手続きできる環境を整備

④ 市町協働デジタルトランスフォーメーション推進事業費
3,510万円

県・市町のDX推進に向け戦略顧問を設置するとともに、市町等の多様なニーズに
柔軟に対応できる専門人材を確保、共有するなどサポート体制を充実・強化

⑤ データ駆動型マーケティング機能強化事業費
1,818万円

県のデジタルマーケティングの更なる高度化に向け、新たにキャッシュレス情報など消費
者行動データを入手・分析し、分析結果を施策の深化につなげる体制を整備

⑥ 未来デジタルキャリア獲得促進事業費 2,392万円
「愛媛でじたる女子プロジェクト」を推進するとともに、デジタル技術習得に向けた研修
を開催し、副業や兼業、フリーランスとして活躍できる人材を育成
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策７》 地域の都市機能の維持・最適化暮らし

② 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費
10億3,053万円

地域産業の活性化や観光振興等を支援する「地方創生の道」、大規模災害発生
時の「命の道」となる大洲・八幡浜自動車道の整備を引き続き推進

③ 南予南部共創型交通アクセス向上事業費 517万円
南予南部地域の交通アクセス向上のためのロードマップを策定するとともに、JR予土
線と路線バスとのモーダルミックスによる実証実験を実施

暮らしを支える地域交通の維持と基盤整備

② 県庁第二別館整備事業費 27億5,657万円
令和8年度の供用開始を目指し、防災機能強化のためのオペレーションルームやDX
推進に向けた官民共創拠点の設置も含め、引き続き建替整備を推進

③ 公営住宅(北条地区)集約整備事業費 5億9,143万円
松山市との共同事業により、県営鹿峰団地と北条地区の市営住宅の集約・高層化
整備を引き続き推進

公共施設の適正なマネジメント

① 新居浜警察署設計調査費 1億5,515万円
防災拠点としての機能強化と県民の利便性向上を図るため、
新居浜警察署の建替整備に向け、設計調査に着手

① トライアングルエヒメ推進事業費 10億6,490万円
デジタル関連企業と行政が連携し、地域課題解決に向けたデジタル技術の現場
実装や県内への横展開を図り、県内産業の稼ぐ力を強化

住民の暮らしを便利にするスマート行政の実現(DX)

① 県・市町連携「チーム愛媛」推進事業費 1,217万円
基礎自治体重視の県政を推進するため、県・市町連携施策の創出を促進すると
ともに、全国から行政改革の優良事例を募集・発表する「行革甲子園」を開催

② 成果連動型民間委託推進事業費 2,194万円
官民連携の推進と成果重視の行政運営に向け、成果連動型民間委託方式
(PFS)の導入のためのセミナー等を開催するとともに、活用モデルを創出

県民の暮らしを支える行財政改革

Point 「デジタル実装」先進県の実現へ！

Point 警察基盤の強化に向けた新居浜警察署の建替整備！

① JR松山駅付近連続立体交差事業費 20億 980万円
JR予讃線による市街地の分断や踏切遮断による交通渋滞の解消に向け、JR松山
駅を中心とする約2.4km区間の高架化を引き続き推進

② 地域DX実践支援事業費 1,539万円
地域へのDXの浸透・波及を図るため、市町職員等を対象とした、地域課題の解決
に向けた実践的なデジタルスキルの向上のためのワークショップ等を開催

JR松山駅の高架化は
令和6年度秋予定

地域DX「DX-SEEDsえひめ」の推進 令和6年度テーマ「AR×観光」

R6 R7～8 R9 R10 R11

庁舎設計等 庁舎建築 旧庁舎解体 車庫建築 宿舎建築現・新居浜警察署



② 山鳥坂ダム建設費負担金 12億7,436万円
流域の治水安全度向上に向け、国が行う山鳥坂ダム建設事業費へ負担金を拠出

③ 流域治水実践支援プログラム事業費 1,042万円
流域治水の普及啓発に向け、雨水貯留浸透施設の設置補助や田んぼダムの堰板
(せきいた)の導入を進める市町を支援するほか、学習会の開催など啓発活動を実施

④ 地震被害想定調査費 9,348万円
国の南海トラフ地震に係る被害想定の見直しに合わせ、県・市町における防災対策
に活用するため、県内の最大被害を市町単位で想定する県独自の調査を実施

⑤ 災害情報システム高度化事業費 1,480万円
被災現場の映像情報共有機能の実装や情報共有の強化、入手情報に基づく
意思決定の迅速化を図るため、システムの機能追加に向けた設計に着手

⑨ 防災士活躍促進事業費 2,108万円
地域防災の中心的役割を担う防災士を養成するとともに、防災士と自主防災組織
との連携を促進するほか、県消防学校の設備を活用したスキルアップ研修を実施

⑩ 南海トラフ地震津波対策推進事業費 1億 946万円
津波からの避難対策の強化に向け、宇和海沿岸市町による避難路等の整備を
加速するほか、意識啓発のためのキャンペーンや事前復興の取組みを促進

⑪ 原子力防災対策推進費 5億5,296万円
原子力防災訓練やドローンによる初動体制の強化に加え、周辺県との連携強化や
緊急時連絡システムの運用など、ハード・ソフト両面から原子力防災体制を強化
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策８》 リスクから県民の命を守る安全・安心な生活基盤の充実暮らし

① 県単独緊急防災・減災対策事業 40億6,500万円
南海トラフ地震や豪雨災害に備え、緊急輸送道路等を整備するほか、堤防補強等
の河川整備や急傾斜施設の機能維持など防災・減災対策を推進

大規模災害に備えたまちづくり

① 番町・八坂地区風俗環境浄化等総合治安対策強化費
4,596万円

体感治安の改善や観光都市としてのイメージアップに向け、無料風俗案内所の規制
など戦略的な取締りや街頭防犯カメラ等による犯罪抑止対策を実施

犯罪に強い安全な社会の確保
① 医師確保対策推進事業費 2,033万円

医師不足や医師偏在の解消に向け、県内外の医療機関を退職する医師等と県内
の医療機関とのマッチングのほか、医師・医学生・教育機関向け対策を推進

② 看護職員復職支援強化事業費 4,097万円
看護師の人材不足に対応するため、復職に向けた説明会の開催やテレビ・ウェブ
広告等による情報発信、研修体制の強化等により、潜在看護師の復職を促進

医療体制の整備

② 全国植樹祭警衛準備費 1,478万円
令和8年の全国植樹祭の開催に向け、大規模警備の準備体制を確立すると
ともに、準備業務を計画的に推進

警察官による夜間体制強化、取締強化 移動交番車 官民共同パトロール

③ 県立今治病院整備推進事業費 3,456万円
令和5年度に策定した老朽化対策基本計画に基づく移転新築に向け、専門
コンサルタントにアドバイザー業務を委託するとともに、整備検討会を運営

Point 今治圏域最大規模を有する県立病院として医療機能を強化！

⑥ 木造住宅耐震化促進事業費 1億2,798万円
耐震診断や耐震改修工事に対する補助に加え、新たに耐震改修設計を補助対象
に追加し、木造住宅の耐震化に取り組む市町を支援

⑦ ブロック塀等安全対策事業費 1,875万円
倒壊の危険がある民間ブロック塀等の除却又は建替に対する補助を行う市町を支援

⑧ 特定老朽危険空家等除却促進事業費 9,420万円
特定老朽危険空家等の除却や所有者等への補助を行う市町を支援

Point 能登半島地震を受けた木造住宅の耐震化等の促進！

南海トラフ地震等に

備えた交通網の整備

洪水に強い人命・

財産を守る川づくり

命を守る土砂災害

対策の推進

津波や高潮に強い

海岸づくり
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令和６年度当初予算（案）の主要な事業

《政策９》 環境を守り自然と共生する社会の実現暮らし

① デカボ愛媛プロジェクト推進事業費 4,998万円
脱炭素化に向けた県民総ぐるみの行動喚起に向け、脱炭素を見える化するコンテン
ツを開発しイベントや教育活動等で活用するほか、県民への普及啓発を実施

地球温暖化対策への取組み
Point 環境・社会・経済の好循環による持続可能な脱炭素社

会の実現に向けた新たなチャレンジ！

④ 電動車導入加速化事業費 1億 360万円
運輸部門のCO2削減に向け、個人に対するEV購入補助に取り組む市町や、急速
充電設備の新設等を行う法人等を支援するとともに、県公用車のEV化を推進

⑤ 新エネルギー関連設備等導入促進支援事業費
5,460万円

家庭や地域単位での新エネルギーの導入を着実に進めるため、家庭向け燃料電池
や蓄電池、ZEHの導入に補助を行う市町を支援

① 海洋ごみ対策事業費 1億6,596万円
「瀬戸内オーシャンズX」等と連携し、立入困難海岸等の海洋ごみの回収を重点的に
進めるとともに、楽しみながらごみ拾いができるイベントを通じ発生抑制策を推進

循環型社会の構築と良好な生活環境の保全

① 全国植樹祭開催準備費 6,508万円
令和8年の全国植樹祭の開催に向け、式典行事等の基本計画の策定やお野立所
の設計に加え、機運醸成のための広報活動等を実施

自然との共生

南予地域の海岸漂着ごみ 母船による回収 減容機での圧縮

② えひめ森林公園魅力発信事業費 1,339万円
とべもり+(プラス)の他3施設との連携やリニューアル記念等に係るイベントに加え、
SNS等での情報発信に取り組むとともに、全国植樹祭の開催に向け機運を醸成

開催時期 開催場所 開催規模

令和８年春 愛媛県総合運動公園 約5,000人

えひめ森林公園 森林婚活イベント ESDプログラム

③ 花粉の少ない森づくり事業費 1億6,266万円
花粉の発生源対策として、スギ人工林等の伐採や植替え等の取組みを支援し、
花粉の少ない森づくりを推進

③ とべもり+(プラス)ゼロカーボン夢プロジェクト推進事業費
7,008万円

ゼロカーボンの先進事例を創出するため、とべもり+エリアに
おいてバイオマス発電・太陽光発電設備の導入や、エリア
内「えひめエコ・ハウス」のZEB化改修等を実施

えひめエコハウス

楽しさ！

貢献実感！

② 中小企業脱炭素経営支援事業費 6,876万円
県と金融機関等の伴走支援の下、中小企業の連携によるゼロカーボンのビジネス
モデルや、CO2削減価値を付加した製品を創出し、優良モデルを情報発信

デカボ Decarbonization（脱炭素）の略

ZEB Net Zero Energy Buildingの略。建物で消費する年間の
一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物

⑥ カーボンニュートラルポート形成計画策定事業費
5,744万円

県管理重要港湾4港におけるカーボンニュートラルの実現に向け、松山港に続き三島
川之江港・東予港・宇和島港の港湾脱炭素化推進計画を策定

ZEH Net Zero Energy Houseの略。年間で消費する正味エネルギー量が実質的にゼロ以下になる住宅

② 3R推進事業費 7,389万円
廃棄物のリデュース・リユース・リサイクル(3R)に向け、優良モデルの認定等による循環
型社会ビジネスの振興や、プラスチック資源の循環、食品ロス削減の取組みを実施
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令和６年度一般会計予算フレーム
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一般会計における主な歳入・歳出予算の比較
（単位：億円）

６年度 ５年度

当初予算 当初予算

A B C=A-B D=C/B

7,283 7,069 214 3.0%

県税・地方消費税収入 2,389 2,356 33 1.4% 法人２税＋39億円、地方消費税収入＋6億円、個人県民税▲22億円

地方交付税 1,730 1,798 ▲ 68 ▲3.8%

県債 415 370 45 12.2% 退職手当債＋30億円

うち、臨時財政対策債 10 31 ▲ 21 ▲67.7%

国庫支出金 767 973 ▲ 206 ▲21.2% 新型コロナウイルス関係交付金の減

その他 1,982 1,572 410 26.1% 中小企業振興資金貸付金償還金＋340億円、地方特例交付金＋28億円

普通建設事業費 862 824 38 4.6% ※12月補正予算の国の5か年加速化対策分を含む対前年度比 +44億円（+4.0％）

うち、公共事業 539 545 ▲ 6 ▲1.2% 肱川水系緊急治水対策推進事業▲12億円

うち、県単独事業 235 192 43 22.7% 県立学校振興計画校舎等整備事業+13億円、県立学校校舎等整備事業+11億円

災害復旧事業費 79 85 ▲ 6 ▲7.0%

人件費 1,689 1,617 72 4.4% 定年延長に伴う退職手当の増

公債費 793 797 ▲ 4 ▲0.5% 元利償還金の減

社会保障関係経費 1,058 1,036 22 2.2% 障害者介護・障害児入所給付費等負担金や後期高齢者医療費の増

その他 2,802 2,710 92 3.4% 中小企業振興資金貸付金＋340億円、新型コロナウイルス関係経費の減

歳

出

区 分
増減額 増減率

備　　　　　　　考

歳 入 ・ 歳 出 予 算 額

歳

入
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令和６年度当初予算（案）の内訳

一般会計 歳入内訳 一般会計 歳出内訳

県税

1,692億円

地方消費税清算金

696億9,300万円

地方譲与税

277億1,787万円

地方特例交付金

36億円

地方交付税

1,730億円

交通安全対策特別交付金

2億6,700万円

分担金及び負担金

44億2,542万円

使用料及び手数料

69億9,355万円

国庫支出金

767億433万円

財産収入

18億5,016万円

寄附金

6,592万円

繰入金

289億489万円

繰越金

15億円

諸収入

1,229億1,887万円

県債

414億5,900万円
議会費

12億9,793万円

総務費

1,209億7,298万円

民生費

1,081億5,128万円

衛生費

280億2,947万円

労働費

26億4,633万円

農林水産業費

353億3,044万円

商工費

1,153億5,906万円

土木費

593億7,214万円

警察費

329億6,539万円

教育費

1,364億162万円

災害復旧費

79億2,325万円

公債費

793億5,011万円

予備費

5億円
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6年度当初予算額
7,283億円

1,229億1,886万円

6年度当初予算額
7,283億円
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区 分
４ 年 度 末
残 高

５年度中
５ 年 度 末
残 高 見 込

６年度中
６ 年 度 末
残 高 見 込

積 立 取 崩 積 立 取 崩

財 政 基 盤
強化積立金 303 29 ▲119 213 0 ▲62 151

県 債 管 理
基 金 188 23 ▲10 201 0 ▲21 180

合 計 491 52 ▲129 414 0 ▲83 331

7,075 6,865 6,654 6,419 6,150 5,964 5,828 5,679 5,564 5,552 5,658 5,683 5,671 6,012 5,952
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令和６年度当初予算（案）の概要

財源対策用基金・県債残高の状況

（億円）
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財源対策用基金の状況

◆R6年度末基金残高（見込み）：331億円

○R5年度末の基金残高は、財政運営基本方針の目標に掲げる400億円
規模を確保できる見通し。

○一方で、新ステージの政策のステップアップ等に向け、83億円を取り崩し。

○西日本豪雨災害時の経験や能登半島地震の発生を踏まえ、南海トラフ
地震など大規模災害等に伴う突発的な財政需要に備える。

県債残高の状況

◆R6年度末県債残高（見込み）：9,547億円

○H14年度末をピークに建設地方債等の残高は減少するも、西日本豪雨
災害や防災・減災対策により高止まり傾向。

○県債残高は約１兆円で推移してきたが、臨時財政対策債の新規発行の
減少等により、4年度末に１兆円を下回った。

○交付税措置のある県債を優先的に充当し、財政健全化にも配慮。

区 分
４ 年 度 末
残 高

５年度中 ５ 年 度 末
残 高 見 込

６年度中 ６ 年 度 末
残 高 見 込

起債見込額 元金償還額 起債見込額 元金償還額

全 体 9,797 827 751 9,873 415 741 9,547

臨時財政
対 策 債 4,126 23 288 3,861 10 276 3,595

建 設
地方債等 5,671 804 463 6,012 405 465 5,952

臨 財 債 の
占 め る 割 合 42.1％ 2.8％ 38.4％ 39.1％ 2.4％ 37.2％ 37.7％

（億円）

（単位：億円）（単位：億円）


